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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
総括研究報告書 

 
職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的な 

フォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究 
 

代表研究者：是永 匡紹  国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 
 

研究要旨：わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアがいると推定され、ウイルス
肝炎は国内最大の感染症であると記述されている（肝炎対策基本法前文）。一方で、い
まだ肝炎検診を受けていないため、自身が肝炎ウイルスに感染していることを知らずに
社会に潜在しているキャリアが約 170 万人存在するとの報告もある。本研究では、職域
等を含めた肝炎検診陽性者を効率的に専門医療機関への受診を勧奨し、自治体・病院・
検診機関・保険者の状況を考慮したフォローアップシステムを構築・問題点を抽出後、
マニュアル化し肝炎診療連携拠点病院のネットワークをいかし、全国展開を推進するこ
とを目的とし、 
成果 1：職域健診時のウイルス性肝炎検査数把握と検査促進及び陽性者の受診行動  
成果 2：院内非専門医のウイルス性肝炎最新情報の認識度と紹介しない医師の特徴  
成果 3：院外非専門医から紹介をさせやすくするツールを開発  
成果 4：自治体肝炎ウイルス検査陽性者 follow up の問題点の抽出  
成果 5: 拠点病院における治療と仕事の両立支援モデルと周知状況  
を明らかにした。 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づ

けされ、約 350 万人のキャリアが存在する

と推定されている。平成 14 年度から行われ

た老人保健法（現在健康増進法）で主に国

民保険加入者を対象者として開始された市

町村主体の肝炎ウイルス検査受検率は約

20%に留まり、平成 23年の段階で約 77 万人

が未受検、更に約 53～120 万人が陽性と知

りながら受診していないと推測されている。

平成 26 年に重症化予防事業の一貫として、

自治体主体で行われる肝炎ウイルス検診

（検査）陽性者を専門医へ受診させ、受療

や継続受診をされるフォローアップ事業が

開始、初回精密検査費用の無料化、定期検

査助成にて医療費を補助することで、肝炎

ウイルス陽性者を長期間フォローアップす

るように努めているが、医療従事者の検査

助成制度の非認識、手続きの煩雑さ等で 

十分に利用されているとはいえない。 

本研究では、職域等を含めた肝炎検診陽

性者を効率的に専門医療機関への受診を勧

奨し、自治体・病院・検診機関・保険者の

状況を考慮したフォローアップシステムを

構築・問題点を抽出後、マニュアル化し肝

炎診療連携拠点病院のネットワークをいか

し、全国展開を推進することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

平成 26 年～28 年の 3 年間、自治体(調査

票によるフォローアップ・リーフレットに

よる受診勧奨)や病院(電子カルテアラー

ト)に対応したフォローアップシステムの

構築と展開、職域での肝炎ウイルス検査促

進を行ってきた。この先行研究により陽性

者の受診・受療率の上昇が確認された一方

で、各システムに反応しない陽性者・医師

が存在することが明らかになっており、研

究期間内でその解決策を自治体・病院でア

ンケート調査、ソーシャルマーケティング

手法、指標班（考藤班）、コーディネーター

班（江口班）らと連携を取りながら問題点
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の解析と介入を行い、システムの効果検証

を行う。また職域肝炎ウイルス検査陽性者

に対するフォローアップシステムが確立し

ておらず、健診機関や保険者と連携し、職

域用のシステム構築・実用化を目指す。更に

産業医・公衆衛生の専門家、また労災疾病臨

床研究事業研究班(中村班)とともに「働きなが

ら治療できる」ことを周知・サポートする病院内

両立支援チームがフォローアップシステムを促

進させる要因となる可能性を拠点病院・専門医

療機関で検討する。 

（図 1) 先行研究から問題提起  

 

具体的には以下の５つのパートに分かれ調

査・解析結果を積み上げていく 

1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 

2. 院内非専門医介入班 

3. 院外非専門医介入班 

4. 自治体 Follow up 調査班 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

    （図 2） 班構成と 5 つの課題   

図 1～2に示す様に、職域肝炎ウイルス検査

勧奨とフォローアップシステムの実用化を

中心に、電子カルテアラートに反応しない

医師への介入、院外非専門医からの紹介を

増加させる介入案、自治体で事業化されて

いる陽性者フォローアップの実態を把握し

より良いシステムを再構築する。また、仕

事と治療の両立支援に着目し、すでに拠点

病院が有する肝炎疾患相談・支援センター

が手掛けている内容をレベルアップし、診

断当初（初診・入院決定時）からの就労の

相談支援の周知・推進を行い、可能であれ

ば両立支援プランの作成し事例集の作成、

Co や MSW を含めたチーム医療モデルを構築

する。 

 

C. D.研究結果と考察 

1.職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデ

ル班 

約3000万人が加入する我が国最大の保険

者である協会けんぽでは、612 円の自己負担

(協会けんぽが1428円を負担)で肝炎ウイル

ス検査を受診可能なオプションを有するも、

その受検率は年 1%前後であった。研究班で

受検勧奨リーフレットの文字数が多い事に

着目し、簡易リーフレットを作成（図 3）、

運輸業 S 事業所で同リーフレットを検診者

本人に配布、さらに無料検査群を加えて比

較検討したところ、受検率は 21%→37%→85%

と有意に上昇し、健診案内に簡易リーフレ

ットの個別勧奨のよる「ついで」効果と無

料化の有効性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

－3－ 
 

(図３) 協会けんぽと研究班リーフレット 

 

次に約40万人が受検する協会けんぽ福岡

支部の生活習慣病予防検診（被保険者対象）

時に図 3 の簡易リーフレットを個別に配布

したところ、受検数は約 10 倍に上昇し、一

部の健診機関で無料検査にしたところ更に

上昇した(図 4)。 

 
     （図４） 福岡支部の受検数 

 

約 640 人の陽性者が確認され、3ヶ月後に  

レセプト病名、腹部超音波、HBVDNA,HCVRNA

検査にて受診の有無を判定し、非受診者に

対して受診勧奨を行ったところ、最終的に

HBV 陽性者の 50%, HCV 陽性者の 60%が受診

していることが明らかになり、更に肝がん

も 3例認められた。陽性率は HBV 0.66%, HCV 

0.36%と 同時期の健康増進事業で実施さ

れる肝炎ウイルス検診と比較すると HBV は

同等、HCV は半数であるが、職域に多くの肝

炎ウイルス陽性者が存在することが明らか

になった（図 5）。 

 

 

  （図５） 福岡支部陽性者の受診行動  

  

協会けんぽがオプションにしている検査

を利用してコストをかけず、簡易なリーフ

レットと健診のついでを強調することで、

職域での肝炎ウイルス検査を飛躍的に向上

させるだけでなく、レセプトを用いた効率

的なフォローアップシステムが確立可能と

なった。現在、埼玉、愛知、山口、奈良支

部で同様の取り組みが開始され 3～10 倍の

肝炎ウイルス検査が促進されており（図 6）、

来年度からは、島根、千葉、群馬、大分、

静岡で開始される予定で、県と連携する支

部も確認されている。 

 
 （図６） 受検促進の水平展開  

（図 7） 県名が入ったリーフレット  
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全衛連 121 加盟団体に肝炎ウイルス検査

率を調査すると職域検診受検率では

HBsAg5.2%, HCVAb3.8%となり、更に協会け

んぽと健保組合でも受検率に差を認めてい

る。単年調査であり、結核予防会 5 支部に

協力をえて過去 3 年間の受検率を比べてみ

ても、協会けんぽの受検率は低く、その一

方で陽性率は高かった（図 8）。 

 

（図 8) 職域における肝炎ウイルス検査受診率  

これまで、組合健保で事業所の許可で得

られ肝炎ウイルス陽性を行った検討では陽

性率は HBV0.28% HCV0.17%、全衛連 62 施設

の陽性率 HBV0.28%, HCV0.35%( ⇒ 50%は

HCVRNA 陰性と推定され、実質は 0.2%以下）

であり、組合健保での陽性率は低く、協会

けんぽでの肝炎ウイルス検査促進は急務で

ある（図 9） 

 

（図 9） 組合健保における肝炎ウイルス陽性率  

2. 院内非専門医介入班 

これまでの班研究の成果として電子カル

テアラートシステムが拡充され、多くの医

療機関で使用可能となり、簡便なフォロー

アップシステムが構築された一方で、アラ

ートの効果は長期になるとその効果の減少

するおそれもあり、またなかなか紹介しな

い医師が存在するのも事実である。分担医

療機関10施設の医療安全講習会等でHCVに

よる最新治療・HBV 再活性化についての認知

度アンケートを 1314 名に行うと、非専門医

のなかでも内科以外で認識度が低く(図 10)、

その他の要因として「かかりつけ医の存在」

「口頭での紹介」(図 11)が抽出された。 

 

 (図 10) C 型肝炎治療に対する認知度  

 

 
(図 11) 紹介しづらい要因  

その一方で紹介されてもHCVRNA陽性率は

低く、非専門医でも HCVRNA を測定するケー

スもあり紹介基準が必要である（図 12）。 

 

 
  (図１2) 拠点病院での HCVRNA 陽性率  
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3. 院外非専門医介入班 

愛知県にて、非専門医にインタビューを

行い、簡便な診療情報提供書の必要性が抽

出され、地域連携室より配布、同時期に比

べて約 1.6 倍紹介数が上昇することが確認

され、肝臓学会雑誌に投稿し、来年度掲載

予定となった。（図 13） 

 

(図 13) 簡便な診療情報提供書と紹介数  

 
更に院外非専門医が陽性者を紹介する際

のボトルネックを遡及するため、肝炎ウイ

ルス陽性者の専門医紹介が低いとされる眼

科医からアンケートを行い、阻害要因とし

て「専門医の場所がわからない」、「説明支

援資材がない」ことが抽出され、専門医療

機関リストが挿入可能なクリアファイル

（図 14）を作成し、検査医療機関や非専門

医へ 1 万部配布した。 

 

 

 

 

 

 

 

（図 14） 眼科から紹介の阻害要因とその対策  

 

また 3 か月後再度アンケート行ったとこ

ろ、今後必要なこととして「眼科学会と肝

臓学会の連携」、「眼科医からの情報提供」

が抽出された。 

この間にも多くの肝炎ウイルス陽性者が

眼科を受診しているものの、紹介数は 15％

にとどまっており、眼科学会等に肝炎担当

者を作って頂き、より積極的介入が急務で

あると考えられた。 

 

（図 15）介入後の肝炎ウイルス陽性者の紹介数

と検査結果・紹介数増加のための要望  

 

4. 自治体 Follow up 調査班 

 平成26年より肝炎ウイルス陽性者フォロ

ーアップ事業が始まり、実施地域は拡大す

る一方もその実態は不明である。先行研究

で陽性者をフォローアップしている愛知県

O 市、平成 14 年より拠点病院中心のフォロ

ーアップをする石川県を先進地域とし肝炎

ウイルス検査数推移、フォローアップ事業

の実態、受診確認率を鳥取県、北海道 S市、

宮城県、千葉県、埼玉県、と東京都、愛知

県、大阪府、山口県、福岡県、宮崎県で調

査した。自治体が行う肝炎ウイルス検査の
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うち健康増進事業は平成 28 年に 20 万件減

少していた（図 16）。 

 

(図 16)健康増進事業肝炎ウイルス検診数の推移  

 

その原因として平成23年から開始された

5 歳毎の勧奨期間が過ぎたことが要因と考

えられた。北海道 A 市は検査を中止し 0%、

兵庫県 N 市など勧奨や無料化を辞めた地域

は 60%程度の減少が確認された。一方、5歳

毎の勧奨を継続したところは 20-30%減少

（図 17）、遅れて勧奨開始した地域や受検年

齢制限が撤廃（図 18）、更に利便性を高める

目的で申し込み無しで受診券を送付するこ

とで飛躍的に受検数が伸びている（福島県 I

市、宮崎県 M 市）地域もあり、その差が 20

万に減少に関与したと推測した。 

 

 

（図 17）千葉市の受検数  

 

 

 

 

（図 18）受検年齢制限撤廃による検査数増加  

 

 人口の 1%/年検査を施行していると平均

的と考えられ、埼玉県を例にとると約 20万

の人口 3 市で肝炎ウイルス検査数が異なる

だけでなく、B 型肝炎陽性率は、最も検査数

がすくない草加市で陽性率が高く（図 19）、

その様な都市で特定感染検査事業を用いて、

出張検診等を行うことは有用であると考え

られる。 

実際、埼玉県では検査数が少ない地域のコ

ンビニエンスストア検診を行い、保健所よ

り多い陽性者を掘り起こし、県から委託さ

れた拠点病院相談支援センターの肝Coが受

診・受療を確認することで、HCV は 6５%の

受診、DA 治療は 36%に導入されているのが

確認され、医療機関でフォローアップでき

る良いモデルと考えられる(図 20)。 

 

 

（図 19 ）同人口における肝炎ウイルス検査数と     

陽性率→各市と県で連携した取り組みが必要 
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（図 20） 拠点病院がフォローアップ  

鳥取県では平成 20 年より県・医師会が連

携して専門医受診確認を行っているがその

率は 60%、佐賀県でも同様であった。陽性者

が年間数名の市町では、受診確認可能であ

ったが（図 21）、陽性者が数十名を越えると、

受診確認率は著しく低下していた（図 22）。 

 

(図 21) 宮崎県の陽性者受診確認率 

 

(図 22) 千葉県 HBV 受診確認率 

陽性者数以外の阻害要因では、陽性結果

説明時に検査委託医療機関でフォローアッ

プ同意取得するケースであった。（陽性時

に同意を取れないと、自治体が陽性者に勧

奨不可となるため）。問診票には同意欄だけ

でなく、説明欄、紹介先記載欄することで、

検査結果説明と紹介義務をはたした証拠と

なり検査委託医療機関医師の訴訟リスク回

避につながると考えられ、千葉県、愛知県、

山口県、船橋市等で同意書変更となった。  

 

(図 23) 同意書変更例 千葉県・船橋市 

 問診時同意によって、陽性者が年間 50

名以上存在しながらも受診確認が 50％以

上維持されている都市として、さいたま

市、堺市が確認された。いずれも陽性者

に郵送にて調査票を送付、返信・受診確

認ができない場合、電話にて再勧奨を行

っている。（図 24）。電話の際には、時間

と曜日を変えて 3 回かけることをマニュ

アル化していた。 

 

(図 24) フォローアップ事業好事例 

同意数増加に伴い事業参加者は増加する

ため自治体の負担が大きくなる。毎年受診

確認票を郵送しても 3 年以降は返信が殆ど

なく、また専門医療機関 15 施設で HBV（低

増殖期）約 700 名の継続受診率を解析した

ところ、3年間で 50%(図 25)であった。また
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その多くは 2 回目の受診予定で自己中断さ

れており、自治体は各年度陽性者の 50%を専

門医療機関に繋げること第一目標に、非受

診者には 2 回は勧奨を繰り返した方が良い

と考えられた。 

 

（図 25）HBV-ASC 拠点病院での受診率 

 また、非専門へでは極めて受診継続率が

低いこと、3年間で 2名の肝がんを認めたこ

とは、薬剤投与や定期検査助成の非対象者

である HBV 低増殖期症例への取り組みは今

後の課題である。 

 
（図 26）HBV-ASC でも肝がんが見つかる 

 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル

班 
 愛媛大学病院では 4 年前より内科外来の
診察室にて、週１回、社会保険労務士 5 名
が交代で、１回の相談時間は 60 分で相談料
は無料で行っている。相談人数は、平成 26
年 10 月の開設から平成 31 年 2 月までで延
べ 210 人であった。最近は外来での相談件
数が相対的に減り、入院患者の相談が増加
している。さらに、まだ多数とまではいか
ないが院外からの予約例も見られてきてい
る。 

さらに、総合診療サポートセンター 

(Total Medical Support Center: TMSC)を

設置し、患者総合サポート部門の中で IC支

援看護師業務として、入院時基本情報・看

護計画立案や入院時各種スクリーニングを

行っている。そこで肝疾患診療相談センタ

ーが肝疾患に特化した形で開始し、成果を

上げてきた前述の両立支援と、TMSC が行っ

ている患者サポートを融合し、肝疾患以外

の疾患にも両立支援を拡大することを考え

た。具体的には、入院が決定した患者全員

に行う質問票に、「経済的な問題や制度に

ついて相談したい」、「治療と仕事や学業の

両立について相談したい」というチェック

項目を設け、該当患者について社会保険労

務士による相談を積極的に勧めた。両立支

援利用者の基礎疾患の推移を示す最も大き

い変化は両立支援に対するTMSCとの連携に

より肝疾患以外の割合が明らかに増加した。

肝疾患以外の疾患は、悪性腫瘍・神経疾患・

病的肥満・膠原病など様々であり、現行の

体制を拡大するかたちで、多くの疾患に相

談対応が可能となった（下図）。 
 

 
 

 

 山梨県は労災病院が存在せず、平成 29 年

度より、拠点病院と県が産業衛生保健支援

センター、労働局等と連携し 1.B 県地域医

療両立支援推進チームの設置 2.大学外で

企業と従業員のための健康セミナーを開催 

3.病院内の医療福祉支援センター内に両立

支援窓口の設置を行った。岡山県でも、平

成 29 年度より地域両立支援推進チーム（労

働局、県医師会、医療ソーシャルワーカー

協会、県経営者協会、県社会保険労務士会、
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県保健福祉部医療推進課、産業保健総合支

援センター、拠点病院、労災病院、日本キ

ャリア開発協会、日本産業カウンセラー協

会、連合）を立ち上げ、両立支援に係る関

係機関の取組状況の共有、相談窓口の支援

連携に係る連絡先一覧作成、推進チームの

企業向け・患者向けパンフレット作製、今

後のイベント企画・開催を行っている。ま

た佐賀大学では両立支援を周知するために、

啓発リーフレットや動画を、産業保健総合

支援センターと連携して作成し、周知に努

めている。 

 更に来年度は、産業衛生学会と肝臓学会

の連携フォーラムが開催され、両立支援と

肝疾患をテーマに行う予で、その運営・企

画をサポートする。 

 

E.  結論 

1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデ

ル 

 ⇒職域健診で同時に肝炎ウイルス検査を

行い、適切な受検勧奨をすることで、一部

負担であっても受検率が著明に上昇し、そ

の水平展開により未受検労働者から肝炎ウ

イルス陽性者を治療舞台にあげることが可

能となった。レセプトを使用することで効

率的に非受診者が抽出可能となり、再勧奨

することで 50%以上が受診することも示さ

れた。 

2. 院内非専門医介入 

⇒アラートに反応しない医師の特徴の一つ

に内科系以外医師の肝炎ウイルスに対する

非認識が明らかになる一方で、紹介できな

い陽性者（高齢者・担癌・救急）や HCVRNA

陰性者も多く、HCV 治療率、紹介指標の作成

が必要であると考えられた。 

3. 院外非専門医介入 

⇒簡便な診療情報提供書により肝炎ウイル

ス紹介者のみならず、非肝炎ウイルス疾患

も増加した。非専門医の場所がわからない

医師・陽性者の為に、専門医リストが入れ

られるクリアファイルを作成し、全国に一

万部配布した。手術を要する科ではいまだ

に肝炎ウイルス陽性者が紹介されておらず、

医療連携だけでなく、学会間の連携も必要

と考えられた。 

4. 自治体 Follow up 調査 

⇒多くの自治体でフォローアップ事業が開

始されているが、「事業同意＝初回精密検

査申し込み」となっており、受診確認が出

来ていない自治体が多いことが明らかにな

った。陽性者が多い市町では積極的な検査

前同意書の導入が望まれる。その一方で、

年度毎の受診確認率の指標、専門医受診後

の継続受診確認を効率的に行う事は、今後

の課題である。 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル 

⇒モデル病院では、肝疾患でおこなってき

た就労支援をトータルサポートセンター介

して全疾患に広げ、治療と仕事の両立にた

いする相談需要が多いことを示した。さら

に院内のみならず、労働局、産業保健総合

支援センター等の連携開始し、その周知に

努め始めた。 
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